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 国立研究開発法人建築研究所では、建築研究資料No.216「熊本地震における災害公営住

宅の入居意向調査に関する研究」を発刊し、ホームページ上で公開しましたのでご案内い

たします。 

 本資料は、2016 年に発生した熊本地震で災害公営住宅を整備した 12 の市町村を対象とし

て、被災者の災害公営住宅への入居ニーズを把握するために実施された、入居意向調査に

関する情報を収集し、調査の実施時期、調査の対象者や調査の種類、質問の内容などにつ

いて整理を行ったものです。整理された情報をもとに、調査の手順や方法について共通す

る要素を抽出し、一般的・標準的な調査のあり方を示しています。 

 本研究による成果は、被災市町村が災害公営住宅の整備を検討する際の基礎的な手順と

して活用されることが期待されます。 

 

■ウェブサイト 

https://www.kenken.go.jp/japanese/contents/publications/data/216/index.html 

■資料名 

建築研究資料 No.216 「熊本地震における災害公営住宅の入居意向調査に関する研究」 

■著者名 

米野 史健 

 

 なお、関連する研究論文「熊本地震の被災市町村における災害公営住宅入居意向調査の

実施状況」が日本建築学会計画系論文集841号で2026年3月1日に公開されています。あわせ

てこちらもご参照下さい。 

 https://doi.org/10.3130/aija.91.634 

 

【お問い合わせ先】 

国立研究開発法人 建築研究所 

（内容について） 

所属 住宅・都市研究グループ 

氏名 米野史健 

電話 029-864-6671（直通） 

E-mail meno@kenken.go.jp 
 

（公表資料(著作権)の取扱いについて） 
所  属  企画部情報・技術課 
電  話  029-879-0652 
E-mail  link-cl@kenken.go.jp 

（建研公式 Xについて） 
新着情報や研究等の取り組み
に関する情報を発信しており
ます。ご興味がありましたら、
フォローお願いいたします。
https://x.com/kenken_BRI 

建築研究資料「熊本地震における災害公営住宅の入居意向調査に関する研究」を 

公表しました。 



建築研究資料No.216

熊本地震における災害公営住宅の入居意向調査に関する研究 【概要】
2026年7月 国立研究開発法人建築研究所 米野 史健(meno@kenken.go.jp)

■研究の概要

●研究の背景と目的
• 熊本地震（2016年）での災害公営住宅に関する入居意向調査の実施や供給計画の策定の内容や実態を整理
• 今後起こりうる災害後の災害公営住宅の早急かつ適切な供給の実施にあたっての参考に供することを目的
●研究の方法と手順
• 災害公営住宅を供給した12の市町村を対象にホームページ等の公開情報から実施された意向調査の情報を整理
• 意向調査等の一覧表を市町村の災害公営住宅担当部署に送付して内容の確認と関係資料の追加送付を依頼
• 得られた情報から意向調査の実施状況を時系列のチャート形式でとりまとめた上で、市町村間での比較考察を実施

■意向調査の実施状況

• 対象12市町村での入居意向調査の実施時期・調査対象・調査種類等を整理すると、以下の表のようにまとめられる。
年度 2016(H28) 2017(H29) 2018(H30) 2019(R1) 整備

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 数
① ④ ⑥ ⑦ 8団地

② ⑤ BⅣ 326戸
① ② BⅠ ④ BⅠ 1団地

③ CⅠ ⑤ BⅣ ⑥ ⑦ 25戸
① ② ③ ④ ⑤ 10団地

181戸
① ② ③ ④ 4団地

71戸
① ② ③ 2団地

10戸
① AⅠ ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 4団地
② BⅠ 74戸
① ② ③ ④ 2団地

57戸
① ② ③ BⅠ ⑤ ⑥ 4団地

④ ④' 94戸
① ② ③ ④ ⑤ 7団地

100戸
① ② ③ ④ 4団地

54戸
① ③ ④ ⑤ ⑥ 19団地

② 671戸
① ② ③ 3団地

52戸

【凡例】 ［調査対象］ A.住民全般/B..被災者/C.希望者 ［調査種類］ Ⅰ.アンケート/Ⅱ.ヒアリング/Ⅲ.エントリー/Ⅳ アプライ ［調査番号］ ①：1番目 一体的な調査を表す

類型： 住民アンケート 被災者等アンケート 被災者ヒアリング 仮申込 本申込BⅢ BCⅣ
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■入居意向調査における特徴

●意向調査等の基本的手順
• 1年目の中頃に被災者アンケート(BⅠ)が実施され、続い
て1年目後半から2年目前半にかけて被災者アンケート
(BⅠ)または被災者ヒアリング(BⅡ)が実施される。

• 1年目の調査に基づいて未回答分の意向も考慮して当初
の整備予定戸数が設定され、2年目の調査での入居希望
数を受けて整備予定戸数が変更（主に増大）される。

• 全体の半数の市町村では仮申込(BⅢ)が2年目の後半に
行われ、結果を受けて整備予定戸数がおおよそ定まる。

• その後本申込（BCⅣ）が2年目から3年目にかけて実施さ
れ、この結果等に基づいて整備予定戸数が調整される。

●調査内容の基本的構成
• 1年目中頃の被災者アンケート(BⅠ)では、住宅再建の希
望について、公営住宅を含む再建の選択肢が示される。

• 1年目後半～2年目前半の被災者アンケート(BⅠ)・被災
者ヒアリング(BⅡ)では、住宅再建の意向がより細かい選
択肢で聞かれる。災害公営住宅を選択した場合、入居人
数や希望地区・間取り等の詳細なニーズが質問される。

• 2年目後半の仮申込(BⅢ)では、入居要件や整備予定の
団地等の詳しい情報が示された上で、世帯員の詳細や入
居希望団地等を仮申込書に記してエントリーがなされる。

• 2年目後半～3年目の本申込(BCⅣ)は基本的には仮申
込と同様だが、添付資料はより詳細な情報となる。

４年目３年目２年目１年目

意向
調査

整備
戸数

設計
工事

BⅠ
被災者アンケート

BⅡ
被災者ヒアリング

または
BⅢ

仮申込

BⅠ
被災者

アンケート

一般的市町村

BCⅣ
本申込

設定 変更 確定 調整

戸数多市町村

★
入居
開始

添付資料災害公営住宅に関する項目住宅再建方法に関する項目調査類型時期

なし*入居を希望する地区
*住宅再建の希望

［1.持家再建/2.公営住宅/3.未定］
BⅠ.被災者
アンケート

1年目
中頃

支援制度の紹介
災害公営住宅概要

*入居予定人数・世帯構成
*入居を希望する地区
*入居を希望する間取り
*希望する住宅タイプ(構造・建て方)

*住宅再建の意向
［1.同場所再建/2.移転再建/

3.災害公営住宅/4.民間借家/
5.親族同居/6.未定/7.その他 ］

*再建の進捗状況や目処

BⅠⅡ.
被災者
アンケート
ヒアリング

1年目
後半～
2年目
前半

災害公営住宅の
・入居要件
・整備予定団地
・間取り・家賃の目安
・スケジュール 等

*入居予定者個々人の詳細
*入居に際して配慮する要素

（要介護者等有無､ペット飼育ほか）

*入居を希望する団地・間取り
*入居要件の確認
・他の再建方法の検討有無

（災害公営住宅入居希望者が提出）
BⅢ.
仮申込

2年目
後半

災害公営住宅の
・入居要件
・整備団地（戸数・間
取り・入居予定時期）
・標準的な間取り
・家賃の例・算定方法
・スケジュール 等

*入居予定者個々人の詳細
*入居に際して配慮する要素

（要介護者等有無､ペット飼育ほか）

*入居を希望する団地・間取り
*入居要件の確認

（災害公営住宅入居希望者が提出）
BCⅣ.
本申込

2年目
後半～
3年目

資料のダウンロード： https://www.kenken.go.jp/japanese/contents/publications/data/216/index.html


